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北央信用組合（理事長 林 伸幸）とコイニー株式会社（本社：東京都渋谷区恵比寿1丁目20番18号、代表 

取締役 佐俣 奈緒子 以下、コイニー）は、スマートフォンやタブレット端末を使った決済サービス「Coiney 

（コイニー）」を使い、道内の事業者に対し導入の支援を行うビジネスマッチング契約を締結し、業務提携を 

開始したことをお知らせいたします。 

なお、この度の提携は、2017年7月5日にコイニーより発表した地域金融機関向けWeChat Payビジネス 

マッチングプログラムの提携も含まれており、その第一号となります。 

 

コイニーは、スマートフォン・タブレット端末を使い、どこでもかんたんに低コストでクレジットカード 

決済の利用を可能にする「Coiney」、および誰でもかんたんにオンライン決済ページがつくれる「Coiney 

ペイジ」を提供し、様々な業種・事業者にて利用いただいています。さらに2017年4月から訪日中国人観光客 

の受け入れ体制強化を目的に、WeChat Payに対応した「Coineyスキャン」の提供を開始しました。 

 

また、経済産業省ではクレジットカードの不正利用を防止するため、より安全性の高いIC付きクレジット 

カード（ICカード）に対応した読取り端末の導入の義務化を目指しており、第192回臨時国会において割賦 

販売法の改正法案が可決・成立し、平成28年12月9日に公布されました。Coineyでは2015年11月よりIC 

カードへの対応を完了しており、事業者はより安全にクレジットカード決済を利用することが可能です。 

 

 近年では訪日外国人観光客が増え、2020年に東京オリンピック・パラリンピックを控える中、決済インフ 

ラの整備が大きな課題の一つとなっております。観光先進国への新たな国づくりに向けて政府が策定した 

「明日の日本を支える観光ビジョン」の中でも主要観光地や宿泊施設でのクレジットカード対応100%を目標

としており、閣議決定された「未来投資戦略2017」のFinTech推進の一環としてキャッシュレス決済比率の 

倍増が目標に設定されました。 

 

 また、北海道では訪日外国人観光客数を2015年の208万人から2020年には500万人に増加させることを 

目標としており、その具体的取り組みとしてカード決済可能な店舗等の拡大促進をかかげています。 

 

 このたびの提携により、北央信用組合の33の支店を通じて道内にてCoineyを使った決済環境を整備し、 

キャッシュレス社会を推進していきます。これにより訪日外国人観光客が地域の商店や観光施設での飲食や 

お買い物に困らない環境を整え、地域企業の機会損失を防止し地方創生を実現します。 

 

 

 

 

 

 

 

北央信用組合とコイニー『フィンテック地方創生パートナーシップ』を締結 
 

北海道内の観光地を中心とした商店での決済環境整備を促進 

【お問い合わせ先】 

北央信用組合  業務推進部（担当：但木） 

 札幌市中央区南1条西8丁目7番地の1 
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